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在宅における就労移行支援事業ハンドブック  

 

はじめに 

 

このハンドブックは、障害者の就労移行支援事業を、利用者が在宅で円滑に利用で

きるようにするためのポイントを整理したものです。 

一般的な就労移行支援のガイドブック1はすでに参考になるものが多々ありますので、

ここでは「在宅利用」に特化した重点のみを記載いたしました。 

就労移行支援事業を現在実施している事業所の方々はもとより、地域就労サービス

の要である自治体や相談支援事業所の皆さま、また在宅就労をこれまで地域で支えて

来られた支援団体の方々等の活用を想定して取りまとめております。 

 
 

ここ数年のＩＴの飛躍的な進化に伴い、障害のある方の在宅就労の機会は着実に増

えつつあり、重い障害や疾病のある方にとって希望の働き方となっています。2011年

(平成23年)に批准した障害者権利条約は労働における「合理的配慮」を明確に謳ってお

りますが、在宅就労という手段は、働く場所の配慮という点でも社会の大きな期待を

担っているといえるでしょう。 

平成 24年、就労継続支援事業Ａ型およびＢ型においてはその流れがいち早く組み入

れられ、利用日数に制限のあったそれまでの「施設外支援」の枠ではなく、正式に

「在宅において利用する場合の支援」が定められました。現在、実施事業所も少しず

つ出てきています。 

 

平成 27年度からは、就労移行支援事業においても在宅での利用が可能となります。 

在宅と言えども、働くことを希望する人を対象とし、必要な就労準備を経て職業へ

つなげていくプロセスは、通所の就労移行支援と全く同じであり、事業所が担う役割

にも何ら変わりはありません。自宅という環境ゆえに予想される留意点を事前に準備

しておけば、通所の場合と同様に、個別の課題に真摯に向き合い対応することで、そ

れらはノウハウとして蓄積していくことでしょう。 

 在宅での就労移行支援事業の実施意義が、関係各位に十分ご理解いただけるものと

なるよう、祈念してやみません。当ハンドブックがその一助となれば幸いです。 

なお、当ハンドブックを制作するための研究は、「難病のある人の福祉サービス活用

による就労支援についての研究（平成 25 年度障害者対策総合研究事業）」の小研究班

の位置づけです。進めるにあたってご尽力いただいた関係者の皆様に深く感謝いたします。  

                                                   

1当ハンドブックにおいて、就労移行支援の運営に係わる基本知識は、「就労移行支援ガイドブック」

（公益社団法人日本フィランソロピー協会、平成23年度障害者総合福祉推進事業）を参考にしています。 
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１ 在宅での就労移行支援事業とは 

１－１ 制度の必要性について 

 

重い障害のある方の在宅就労は、ＩＴの高度化とともに 1990 年代から広がっていき

ました。当時、ＩＴネットワーク活用型の障害者就労支援事業には継続的に利用できる

公的制度がなかったため、多くの支援団体は独自事業でそれをスタートし、その活動は、

平成 18年の在宅就業支援制度2に結びつきました。 
 
 

移動の負担をなくすことができる在宅就労は、

足指一本やまばたきで操作ができるほど進んだ支

援技術の後押しもあり、外出が難しい重い障害や

疾病の人をも働くステージにあげることができま

した。在宅で雇用になった人の多くは最低賃金を

保障されて働くことができるようになり、また、

雇用が難しいケースでも、支援団体等が仲介する

ことで、請負(自営)として収入を得ることも可能

となったのです。 

 

 

しかし、在宅就業支援制度は福祉制度ではなく、主目的は在宅就業障害者への発注奨励

（仕事の確保支援）ですから、就職を目的とした総合的な支援プロセスではありません。

在宅就労につながる総合的な職業リハビリテーションを、福祉的支援も受けつつ全国で

享受できるようにするため、就労移行支援事業の在宅での利用が認められました。 

具体的にそのイメージや役割を見ていきましょう。 

  

                                                   
2在宅就業障害者に対する支援(厚生労働省サイト) 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou

/shisaku/shougaisha/07.html 
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１－２ 制度のイメージと役割 

 

 

Ｑ－１ 在宅での就労移行支援事業のプロセスは、通所での支援と違いはありますか。

訓練目標なども同じでしょうか。 

 

Ａ－１ 基本的な目標は通所と同様に「一般就労を目指す」ことが中心です。 

したがって、図１のように、そのための支援のプロセスも大枠は通所と同じ

です（在宅に特化した支援の役割はＱ５を参照）。 
 

図１ 在宅での就労移行支援の支援プロセス概要 

 

 

Ｑ－２ 具体的な訓練科目や作業に特徴がありますか。 

 

Ａ－２ 在宅での一般就労（在宅雇用）はＩＴを活用した働き方がほとんどです3。 

それを考慮すると、訓練内容や 

コミュニケーションの手段は 

ＩＴを活用したものがメインと

考えられ、当ハンドブックはそ

れを前提に記しています。 

（障害のある人で、在宅で縫製や軽作

業等の作業で収入を得ているケースは

内職が多く、在宅雇用は希少です）。  

                                                   
3図２は、平成 26年 社会福祉法人東京コロニー 在宅講座修了生調査より。 

１－２－１制度のイメージについて 

図２ 在宅での主な作業内容 
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Ｑ－３ 障害のある人が在宅就労のためにＩＴを学べる制度は他にもありますが、在

宅での就労移行支援事業とそれらはどう違うのでしょうか。 

 

Ａ－３ 現在、障害のある人が在宅で受けられるＩＴ研修の制度には、在宅就業支援

団体によるトレーニングや、国の委託訓練事業（eラーニング）などがあり

ます。それらは全都道府県で実施されている事業ではありませんが、在宅で

の就労移行支援事業の制度範囲を明確にするため、３つの制度の利用イメー

ジ（図３）と比較表（表１）を記します。 

（実際には必ずしもそのように実施されているわけではなく、制度設計とし

てのイメージです）。 

 

在宅での就労移行支援事業は、他の２つの制度と比べると、就職を目標と

してトータルのプロセスで利用者に関われるのが特徴です。福祉的な手厚い

支えを受けながら在宅雇用を目指す方に向いています。 

 

 

    図３ 在宅で受けられるＩＴ訓練・就労支援制度の対象者範囲イメージ 

 

  

雇用 

請負 

少ない 

多い 

在宅での就労移行

支援事業  

委託訓練 

（e-ラーニング） 

  
在宅就業支援団体の

トレーニング 

将来の方向性 

福祉的な支えの必要性 
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表１ 在宅で受けられる IＴ訓練・就労支援制度の整理 

  

 在宅就業支援団体 委託訓練 

（東京都の e-ラーニングコースの例） 

就労移行支援 

制
度
の
目
的 

発注元の事業主と在宅就業障害

者との間に立って支援を行う登

録団体に仕事を発注した事業主

に対し、在宅就業障害者に対する

年間の支払総額に基づき、特例調

整金等を支給する。在宅就業障害

者への発注を奨励し、仕事の確保

を支援する。 

障害のある人が仕事をする上で

役立つ知識や技能を身に付ける

事を目的に、企業、民間教育機関、

社会福祉法人、ＮＰＯ法人等、

様々な機関に訓練を委託して実

施する。 

 

 

一般企業等への就労を希望する

人に、一定期間、就労に必要な知

識及び能力の向上のために必要

な訓練を行う。 

対
象
者 

身体障害者、知的障害者又は精神

障害者であって、自宅その他厚生

労働省令で定める場所において

物品の製造、役務の提供その他こ

れらに類する業務を自ら行う者

（雇用されている者を除く） 

都内在住の職業能力開発施設へ

の通所が困難な障害者等 

 

 

一般就労を希望する 65歳未満の

障害者であって、通常の事業所に

雇用されることが可能と見込ま

れる者 

 

実
施
団
体 

企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人

等 

企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人

等 

企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人

等 

根
拠
法 

障害者の雇用の促進等に関する

法律【労働】 

職業能力開発促進法 

【労働】 

障害者総合支援法 

【福祉】 

支
援
内
容
と
特
徴 

在宅就業の機会を確保し提供する。

業務を適切に行うために必要な知

識及び技能の職業講習、又は情報提

供、必要な助言その他の援助。 

雇用を希望する在宅就業障害者に

対して、必要な助言その他の援助。 

 

⇒基本的には登録者を対象とし

た受発注関係であり OJTが中心。

収益は登録者からの売上手数料。

福祉的支援や就職の支援もある

が、請負作業を挟んで実践的に向

かい合う訓練が特徴。その後雇用

に進む人もいるが、請負(自営)を

継続する人が多い。 

訓練科目はＩＴ関連分野とし、雇

用・在宅就業(請負)が可能となる

スキルが習得可能なレベルを目

指す。 

訓練修了生の雇用・就業機会の確

保に努める。 

 

⇒基本的には訓練科目単位での

関わり。短期で費用も限られるの

で、訪問指導や深い支援には適さ

ない。個別のカリキュラム変更は

認められにくく柔軟性は低い。こ

の訓練だけで就労まで到達する

のは難しい。一定の訓練内容の速

習に向く。 

生産活動、職場体験その他の活動

の機会の提供、その他の就労に必

要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練、求職活動に関する

支援、その適性に応じた職場の開

拓、就職後における職場への定着

のために必要な相談、その他の必

要な支援を行う。 

 

⇒就労へのプロセス全体の支援 

利
用
期
間

等 

決まりは無い 訓練毎に定められた期間（最大 6

ケ月）。月 80 時間以上の訓練時

間。総訓練時間の２割を超える欠

席で中途退校 

利用者ごとに、標準期間（24 ヶ

月）内。最大 1 年間の延長あり 

補
助 

無し。 

委託訓練を受託実施する団体も

あり 

訓練人数に応じ委託料が支払わ

れる。東京都は 1ヶ月一人あたり

6 万円 

訓練等給付費等、各種加算あり 
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Ｑ－４ 在宅での就労移行支援事業の利用者数は、１事業所において決まりがありますか。

また、1人の利用者において、在宅利用の日数制限はありますか。 

 

Ａ－４ 決まりはありませんが、下記の点に留意した現実的な運用でなければなりません。 
 

・事業所が、利用者宅への決められた定期訪問を無理なく実施できるか 

・利用者が、事業所への決められた定期通所を無理なく実施できるか 

・訓練等を行う上で疑義が生じた際の照会等に対し、随時、利用者へ訪問や

連絡による支援が提供できるか 

・緊急時の対応が可能か （以上、詳細はＱ10を参照） 

 

また、一人ひとりの利用者が、本当に在宅での訓練利用が最適であるかの

事前の見極めと、在宅利用になった場合の対面による十分な支援の保障が大

切です。安易に在宅利用を選択してしまうと、その人の持つ本来の力を引き

出せないおそれもあるので注意が必要です（詳細はＱ６を参照）。 

 一般就労においてはあくまでも通勤が基本であり、部分的にでも通勤が可

能であれば、その人にとって様々な機会が期待されます。条件整備によって通

える可能性がある場合は、その力を狭めることのないよう留意しましょう。 

在宅日や通所日は、事前に利用者が申し出をします（図４は一例）。 
 

図４ スケジュール申請例 

  

コラム１：在宅利用の検討事例 

就労移行支援事業を実施しているＡ事業所では、これまで通所していた利用者１名が

障害の進行により通所では継続できなくなっており、在宅での利用を考えています。 

Ｂ事業所はＩＴの多様な訓練プログラムをもっています。外出困難な複数の人から

在宅での就労移行支援利用の希望が来ており検討を開始しています。  
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Ｑ－５ 在宅での就労移行支援事業を実施する場合、支援の役割において、在宅に特

化した主な機能は何でしょうか。 

 

Ａ－５ ここでは、通所との違いを意識して、在宅での就労移行支援事業に必要と考

えられる基本的な５つの機能の概要4を紹介します。 

 

（１） 「在宅就労へ向けたステップアップのための中間的訓練の機能」 

在宅での就労移行支援では、通所による通常の就労移行支援事業所とは違っ

て、利用者の自宅という特殊な環境の中で支援が行われます。 

在宅就労では、仕事の進捗の自己管理や自宅から所属部署への適切な報告・

連絡・相談、仕事の期限やノルマに対して一人で対処していく緊張感など特有

の厳しさがあるため、実際の在宅就労を模した環境の中で、事前にそれらを経

験し対処方法を十分学んでおくことが求められます。 

また、就職にあたって職業的なスキルアップが更に必要となる際は、具体的

に就職先に近い職務を訓練に取り入れるなど、現実的な就労への橋渡しの役目

を担います。 

 

（２） 「在宅での職業的適性等を把握するためのアセスメント機能」 

在宅での就労移行支援事業では、在宅での一般就労に向けて、①仕事に必

要な職業的技能（パソコンスキル等）、②在宅就労に必要なコミュニケーシ

ョンスキルや対人関係等の適性、③自宅の職場環境や必要な調整・支援の見

極め、準備が求められます。 

そのため、定期的（週１回程度）に利用者の自宅を訪問し、スキルアップ

や訓練課題の理解度の把握はもちろん、訓練による疲労や、集中力・意欲・

体力などへの影響を確認します。また、仕事に対する態度、余暇との気持ち

の切り替え、職場としての環境面等も確認しておくことが大事です。 

自宅での訓練や就労には周囲の協力が必須ですから、家族の考え方なども

アセスメントの視点を持って汲み取ります。  

                                                   
4５つの機能のベースは、「就労移行支援ガイドブック」（公益社団法人日本フィランソロピー協会、平成

23年度障害者総合福祉推進事業）を参考にしております。 

１－２－２ 制度の役割について 
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（３） 「在宅就労を希望する利用者の自己理解を支援し、就労意欲を高める機能」 

前述のアセスメント情報は、利用者本人が自身の特徴を知り、それを就労

への高い意識、意欲につなげていくためのものです。特に在宅就労は自己管

理が課せられる就労形態であることから、就労以前に、訓練を通して、正し

い自己理解につなげていくことがその後の職場適応に役立ちます。 

そのためには、自宅にいても、同じように就労を目指す利用者相互で交流

できるような工夫や、定期的な事業所通所を取り入れ、仲間と関わり高め合

う機会をつくることなども重要です。集合訓練の中では、社会常識等と照ら

し合わせることで、職業準備性における技能面以外の不足を自身で気づき備

えていきます。 

 

（４） 「在宅就労ができる職場を見つけ調整するマッチング機能」 

職場開拓は、一般の就労移行支援事業所と同様に、基本的には地域の労働

関係機関との連携によって行うことが必要です。在宅での就労移行支援を行う

事業所は、就職後の職務や自宅における職場環境などよりきめ細かい理解が

可能であるため、その連携の中で、関係機関や企業との連絡調整を行います。 

企業の担当者が在宅雇用についてほとんど知識がない場合もありますので、

合同面接会等に積極的に参加し、職務提案や職場開拓を通じて、在宅就労に

関する理解を促進させていくことも大切です。そのためには、事業主に対し

ての適切な説明や、分かりやすい資料（事例等）を事前に準備しておく事も

重要です。 

また、面接やその後の契約の前には、就職に向けて企業や利用者宅を訪問

し、在宅雇用ならではのポイントや留意事項を両者に向けて支援していく業

務などが含まれます。 

 

（５） 「就職直後から長期の継続支援を含むフォローアップ機能」 

就労移行支援事業では、原則として就職後も一定期間の定着支援が求めら

れていますが、それは在宅での就労移行支援を行う事業所も同様であり、む

しろ本当の支援はここからである場合も少なくありません。 

例えば、通勤日がほとんどない在宅勤務の場合では、一定期間が経過して

も事業主と親密な関係性が作れていないケースや、心身の状況が崩れ気味で

あっても上司や同僚が気づけていないケースなど、心配な事態もあります。 

 関係機関と連携してのフォローアップが職場定着の成否に大きな影響を及

ぼします。  
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２ 在宅での就労移行支援の進め方 

２－１受け入れ準備 

 

 

Ｑ－６ 在宅での就労移行支援事業の利用対象者はどんな人でしょう 

 

Ａ－６ 基本的には、通所の就労移行支援事業と変わりありません。 

「就労を希望する 65歳未満の障害者であって、通常の事業所に雇用されるこ

とが可能と見込まれる者」となります。ポイントは、在宅での実施がその方に

とって本当に最適かつ効果的な方法かどうかであり、見極めが大切です。 

大きくは下記の２つの留意点があり、事前のアセスメントで２つとも当ては

まることが望ましいでしょう。判断が難しいケースでは、本人、家族の他

に、関係機関（福祉、医療等）からの聞き取りや書面提供も有効です。 

 

＜留意点１＞ 通所の困難性 

通所が困難であることが就労や訓練を阻害する要因の１つであり、在宅であれば就労

や訓練の可能性がある人 

 

表２ 通所の困難性を評価する際の具体的なポイント 

１ 

 

障害や疾病により、移動そのものに困難あるいは危険を伴う。 

 

２ 

移動そのものに問題はないが、自宅以外の場所での訓練や作業について、医療上 

またはＡＤＬ上大きな制約がある。あるいは、障害や疾病により移動後の身体状

況の変動が大きく、生活に大きく影響する。 

 

 

＜留意点２＞ 在宅での事業実施の妥当性 

就労移行支援事業の基本プロセスを、在宅で効果的に実施できる人 

 

 通所することにハードルが高いと感じている人には様々な状況の障害や疾病の方が

ありますが、大切なことは、在宅での職業訓練を一定期間で効果的に実施できるかどう

かです。 

 まずは通所と同様に、対象者の現状を把握することにより、支援方法を検討します。

事前の段階で出来ていないと思われることの多くは、時間をかけて訓練することで十分

に改善が期待されますが、項目によっては、在宅での就労移行支援では改善が困難なも

のもあります。  

２－１－１利用対象者について 
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 表３は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（障害者職業総合センター）にお

いて開発された「就労移行支援のためのチェックリスト」です。就労支援を行う機関同士

が密接に連携しながら支援サービスを実施できるよう、共通して利用できるツールです。5 
 

表３ 就労移行チェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックリストは、対象者の就労可否や就労移行可能性の高低を評価するためのもの

ではなく、あくまでも支援者等が把握した対象者の現状を、経過を追って改善するため

の資料となるものです。そうした視点が前提ではありますが、例えば下記のような評価

が出たケースでは、在宅での事業実施の妥当性を注意深く検討することが望まれます。 

 
表４ 在宅での事業実施の妥当性を注意深く検討することが望まれる例  

                                                   
5 チェックリスト全体の内容は資料１を参照。 

・「服薬管理」が決められたとおりできていない 

・「体調不良時」に対処できない 

・「自分の障害や疾病の理解」ができていない 

・「感情のコントロール」ができずパニックを起こす 

・「意思表示」ができない 

・「就労意欲」「作業意欲」がない 

・「指示に従わない」で、手休めをしたり居眠りをする 

・「指示内容を理解できない」「ひらがなや簡単な漢字が読めない」 

（以上 「必須チェック項目」「参考チェック項目」一覧 から） 
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表４のような状況の改善は、対面による日々のきめ細かい繰り返しの支援によってこ

そ期待されるものであり、訓練の多くを在宅で利用する人には難しい場合があります。 

対面による気づきの機会が少なくなると、ケースによっては効果を期待できないばかり

か、結果として、意欲や様々な可能性を引きだすチャンスを失ってしまうことにもなり

かねません。 

事業利用の前のアセスメントにおいて表４のような評価があてはまった場合は、在宅

での利用の妥当性を検討すると同時に、担当の医療関係者や地域支援者等と連携を取り

ながら、本質的な支援のプログラムを先行して検討するとよいと思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
Ｑ－７ 在宅での就労移行支援事業は、難病の人も利用できるのでしょうか。 

 

Ａ－７ Ｑ６の利用対象者における留意事項にあてはまっていれば利用できます。

2013年（平成25年）より難病の方も障害者総合支援法の対象となったことに

より、障害者手帳の取得にかかわらず、必要な障害福祉サービスが使えるように

なりました6。 

難病の方には、働く力がありながら、体力や体調が安定しないため、通勤

や通所を諦めざるを得ない場合が多々あります。ご自身の慣れた自宅環境に

て無理なく訓練や就労ができることは、疾病とともに生きていく方には大変有

効で現実的な手段と考えられます。 

 現在、こうした就労系の障害福祉サービス制度を活用できることの情報

が、難病の方に十分には届いていない状況ですから、福祉事業者は、障害関

連のネットワーク以外に、医療関係機関、難病当事者関係団体等への働きか

けが大事です。  

                                                   
6 障害者総合支援法の対象疾病一覧は資料２、難病者の就労支援の枠組みは資料３を参照 

コラム２：人と関わる働き方 

在宅就労は事業所と遠隔で作業する働き方ではありますが、「人と関わらない」働

き方ではありません。むしろ対面作業が少ないゆえに相手への慮りや協力意欲が何よ

り大事です。対人関係の評価で難しさが見られる人は、対面で人と関わる実体験も組

み入れ、社会ルールと結び合わせて学ぶ機会を設けるなどの工夫も望まれます。 

コラム３：読み書きの力 

事業所とのやりとりの手段の多くがメールの読み書きです。学び方のパターンとし

て、単独でテキストを読み、不明点をメールしていくような作業も課されます。 

それらのノウハウを訓練の中で身に付けていくのはもちろんですが、スタート時

に、相応の読み書きの力を持っていることを確認しておくことは大事です。 
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Ｑ－８ 在宅で就労移行支援事業を利用する場合、利用者はどこの地域のサービスを

利用してもよいのでしょうか。 

 

Ａ－８ 事業所による定期訪問や緊急時訪問ができる地域のサービスを利用していた

だくことになります（Ｑ10を参照）。 

就労移行支援事業は就労に向けた訓練が主目的であるため、濃密なコミュ

ニケーションを必要とし、対面による相談は相互の大切な気づきの機会となり

ます。よって、利用する人の居住地域と事業所の距離は極端な遠隔でなく、

対面支援とのバランスがとれる現実的な距離を考慮することが必要となります。 

 

 

Ｑ－９ 在宅で就労移行支援事業を利用する場合、利用者はパソコンやネットワーク

を自宅に準備しておく必要がありますか。 

Ａ－９ 利用者の在宅でのＩＴ訓練やその進捗の管理には、パソコンや通信環境が必

須となります。 

訓練内容に沿った仕様のパソコン、ならびにセキュリティソフトや訓練に必要

なアプリケーションソフト等一式は、事業所が準備し、利用者に貸し出します。 

同時に、事業所側も、利用者からの質問、相談への速やかな応答や円滑な

コミュニケーションのための通信手段およびツールの保持と活用が必要です

（Ｑ11を参照）。 
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Ｑ－10 在宅での就労移行支援事業を実施する事業所に、制度的な要件がありますか。 

 

Ａ－10 一般の就労移行支援事業の実施要件と基本は同様ですが、それらに加えて、確実に

それを実施できる体制や設備が必要です。 

既にスタートしている在宅の就労継続支援事業Ａ型、Ｂ型の条件を踏まえ、在宅で

の就労移行支援事業においても、当面は体制として下記の６点が必要です。 

 

①．在宅で実施可能である訓練メニューの準備 

在宅就労のための知識及び能力向上のために必要な訓練とその他必要な支

援が行われるとともに、常に在宅利用者が行う訓練等のメニューが確保され

ていること。また、在宅で行う訓練・支援内容を運営規定に明記することに

より、在宅での利用を希望する利用者に対して、サービス内容を明確にして

おくこと。 

 

②．在宅利用者への日々の連絡、助言と日報作成 

①の訓練等に対し、必要な連絡、助言または進捗状況の確認等のその他の

支援が日々行われ、日報が作成されていること（訓練等の内容または在宅利

用者の希望等に応じ、１日２回を超えた対応も行うこと）。 

 

③．在宅利用者への定期的な訪問 

事業所職員による訪問または在宅利用者による通所により、一週間につき

１回は対面での指導や評価等を行うこと。 

 

④．在宅利用者による定期的な事業所通所 

在宅利用者は、原則として月の利用日数のうち１日は事業所に通所し、事業

所内において訓練目標に対する達成度の評価や指導等を行うこと。また、事業

所はその通所のための支援体制を確保すること（③が通所により行われ、あわ

せて④の評価等も行われた場合、④による通所に置換えて差し支えない。） 

 

⑤．随時、訪問や連絡ができる体制の確保 

在宅利用者が訓練等を行う上で疑義が生じた際の照会等に対し、随時、訪

問や連絡による必要な支援が提供できる体制を確保すること。 

 

⑥．緊急時の対応 

在宅利用者等には緊急時対応ができること。 

 

２－１－２実施事業所について 
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在宅での訓練や支援は、当事者である利用者と事業所以外には見えづらい

部分がありますので、支援体制や対応が不十分であった場合、利用者自らが

声をあげることができることを、最初にしっかりと伝えておくことが大切です。 

当然のことながら苦情申し立て窓口などは重要事項として書類に明記し、

その手立て、担当者を明確にしておきましょう。また、定期的な第三者評価

や、相談支援事業者のモニタリングなどを活用し、利用者本人はもとより、

関係各位から信頼されるサービスを目指します。 

 

Ｑ－11 在宅での就労移行支援事業を実施する事業所に、準備すべき機器がありますか。 

 

Ａ－11 訓練の進捗管理や、在宅利用者からの質問、相談への速やかな応答のため、

効率のよい通信手段やツール（電話、メール、ネット会議、グループウェア等）を

準備し十分に活用できることは必須です。 

 

昨今では、複数人で対面会話できるビデオ会議システム等も性能が上がり安

価になってきました。画面上であっても顔を見ての会話は心身の健康状態を確認

したり、モチベーションの維持に有効です。 

しかし、そのようなツールを常に用いることが、就労や訓練の効果に必ずし

もつながるということではありません。その後の就職を見据えれば、効率のよ

いメールのやりとりがまずは基本ですし、緊急の際は電話も現実的です。した

がって、利用者が質問や相談をしやすい個別の手段を講じながら、ケースバイ

ケースでツールを使うことが大事です。 

 在宅勤務の場合、開始と終了のタイムカード代わりには、従来電話やファ

ックス、メールが使われてきました。しかしながら、昨今はグループウェア

を使う事例も増えています。ログインやログアウトの時間を就労の開始と終

了の記録として活用したり、事業所と利用者間でスケジュールの共有や、資

料、課題の共用も簡単です。在宅利用者が複数のケースなどではより便利に

活用できるでしょう  

事例 Ａ事業所  

連絡や報告の基本は掲示板を活用し、朝の 

「始めます」の合図と面接の練習は、ビデオ 

会議のアプリを使います。 

事例 Ｂ事業所 

利用者宅と事業所は、インターネットで常時 

接続をしています。普段は音や画面はオフに 

できますが、利用者あるいは事業所が必要と 

する時は随時オンにしてお互いに状況を確認 

でき、臨場感や緊張感があります。 


